
会議資料の一部訂正について 

 

 

「第３回三豊市総合計画審議会」の資料の中に、一部誤りがありました。お詫びして、訂

正いたします。 

 

○訂正箇所 

 「資料 2 前期基本計画・評価報告書」  

・41 ページの「1-1-1.安定経営と稼ぐ力の向上」の具体的な取組「1 先端技術の導入促進」

の実施内容及び評価理由、積み残し課題 

・114 ページのまちづくり指標点検表「1 ＩＣＴを活用した取り組み件数」の実績値。 

 

○訂正内容 

 別紙のとおり 
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２．施策ごとの実施内容・達成度・課題等 

（１）基本目標①【産業・交流】 

にぎわいが地域を元気にするまち 

1-1.農業・林業 

施策内容 具体的な取組 実施内容 評価 評価理由 積み残し課題 

1-1-1.安定
経営と稼ぐ
力の向上 

1 先端技術の導
入促進 
【重点】 
 
 
 
農林水産課 
 

香川高等専門学校と連
携を行った。 
既存の箱罠に赤外線カ

メラを設置してイノシシ
の生息状況等の調査を実
施した上で、センサーに
より作動する捕獲ワナの
作成を行った。 
また、ＩＣＴを活用し

たスマート農業の補助事
業を活用し、認定農業者
のドローン導入を支援し
た。 

Ｄ 

 タヌキ（イノシシよ
り小さいためセン
サーに反応しない）が
ワナ内部に侵入し、エ
サを食べてしまう等
のアクシデントがあ
り、捕獲実績が振るわ
なかった。 
ＩＣＴを活用した

スマート農業につい
ては、実証効果や経営
効果などの十分な情
報発信ができず導入
実績につながらな
かった。 

 既存罠に多くの電
子機器を設置する関
係上メンテナンス等
の手間が多く、実施
隊員からは使用に抵
抗を感じるという声
が多かった。 
認定農業者などの

経営規模や経営状
況を考慮しながらＩ
ＣＴを活用したス
マート農業導入の支
援をしていく必要が
ある。 

 2 経営負担の軽
減支援 
 
 
 
 
農林水産課 
 

認定農業者等への担い
手へ補助事業に関する周
知を行い、制度の活用を
推進した。国が実施して
いる補助事業を積極的に
案内し、農業用機械等導
入費用の補助を行った。 

Ｂ 

 補助金上限を超え
るような機械導入を
希望する経営体へ国
の補助事業活用を推
進し、採択に向けて関
係機関とともに支
援を行い、国の事業採
択が得られた。 

 多様な経営体が活
用できる補助事業が
少なく、支援が難し
い。 

 3 経営体育成と
法人化の促進 
 
農林水産課 
 

 法人化や経営の高度化
などについて相談があれ
ば関係機関と連携し、支
援を行う。 

Ｃ 

 法人化や経営の高
度化の相談がなかっ
た。 

 経営体と接する際
には各経営体が抱え
る課題を聞き取りす
るように取り組む。 

 4 農産物の高付
加価値化の促進 
【重点】 
 
 
 
農林水産課 
 

 ６次化加工品の「みと
よのみ」認定制度を開始
させ、WEB や SNS などの
広報活動や販売促進シー
ルによる「みとよのみ」
認定品や農林水産物の販
売促進を行い、高付加価
値化をすすめた。 

Ｂ 

 広報活動や販売促
進シールによる「みと
よのみ」認定品や農林
水産物の販売促進を
行うことで、三豊市の
認知度向上につな
がった。 

 農業者の所得向上
のため、引き続き、
地域農産物の付加価
値づくりに取り組む
必要がある。 

 5 地域農産品の
消費拡大の促進 
 
 
農林水産課 
 

 地域おこし協力隊を採
用し、HPやSNSを活用し
ながら農産物の販売促
進、販路拡大を行った。 

Ｂ 

 地域おこし協力隊
の活動により、一次産
業における「稼ぐ力」
の向上に向けた農林
水産物の消費拡大を
図ることができた。 

 引き続き地域おこ
し協力隊の活動によ
り販売促進、販路拡
大をすすめていかな
くてはならない。 
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